
第１４章 中国の工作機械産業
―急成長する市場と高度化への課題―

１

第１節 企業の形態・経営

中国は１９７０年代末の改革・開放政策の開始まで、自給自足のフルセット型工業化を目標に掲

げていた。この時期の遺産として、発展途上国としては資本財産業の規模が例外的に大きい。

工作機械産業もその例外ではない。１９９５年に行われた第３回鉱工業センサスによれば、全国に

７５６社もの工作機械メーカーが存在している（金属切削工作機械に限る。以下同じ）。１９９０年代

後半以来淘汰が進んだとみられるが、２００１年時点での企業数は完成品メーカー４１５社・部品メ

ーカー１０２社であり、依然としてかなり多い２。

業界団体である中国機床工具工業協会の企業統計では、比較的詳細なデータが得られるのは

２０５社のみである。対象範囲の広い国家統計局のデータに基づき、工作機械企業の基本財務指

標を表１に掲げた。

メーカーの平均規模は日本の業界平均と比べはるかに小さく、２０００年の一社あたりの平均売

上高は日本円換算で４億６１８８万円にすぎない（同年の日本工作機械工業会会員企業８９社の工作

機械平均生産額：１１１億８５００万円）。

中国の工作機械業界は従来国有企業が主体だった。２０００年時点でも国有企業は売上高の４割

強を占めているが、主として民間企業からなる「その他」の企業と外資系のシェアは拡大して

きている（図１参照）。新興民間企業の活発な参入を反映して、「その他」企業のシェアはすで

に国有企業に迫りつつある３。

１ 本稿執筆にあたりの広田紘一氏（元日立精機㈱常勤監査役）、王志華氏（CMECジャパン）に多大な

ご協力とご指導を頂いた。ここに記して深く感謝する。
２ 中国機床工具工業協会調べ。
３ ただし「その他」分類には政府が筆頭株主である準国有の株式会社が含まれている可能性があること

に留意する必要がある。
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出所）表 に同じ。

小規模分散型の産業組織、過当競争による低収益という中国の機械産業に共通する問題は、

工作機械業界にも当てはまる。中国の工作機械業界は１９９０年代中期から後半にかけて、設備投

資の減速と輸入圧力により著しい収益悪化に直面した。１９９９年以降は明らかに好転しているも

のの、財務状況は依然として全体に芳しくない。シェアの小さい集団所有制企業（一種の地方

公営企業）を除き、総資本利益率・株主資本利益率（ROE）とも１９９０年代後半の日本の水準

と同程度か、それを下回る水準にある。総資本回転率（売上高／総資産）は業界平均で０．３２回

と同年の日本の水準（０．７６回）と比較して著しく低く、経営効率の面で問題を抱えている４。

４ 比較できる財務データが得られる日本のメーカーは日本工作機械工業会会員企業の一部にとどまるの

で、この比較は厳密なものではない。

表１ 工作機械企業の財務指標（企業形態別／２０００年）＊

企業数
（社）

平均売上高
（１，０００ドル）

平均総資産
（１，０００ドル）

総資本利益率
（％）

株主資本利益率
（％）

労働生産性
（ドル）

全企業 ３５８ ４，２８８ １３，４７８ ０．６２ ２．０５ ２，４４０

国有 １８９ ３，６８０ １４，００２ －０．４２ －１．９３ １，８２８

外資系 ４０ ４，８９８ ８，３９３ ２．０１ ４．２８ ６，３７１

集団所有＊＊ ３４ ２，１８６ １，５９７ ８．１１ ２４．１８ ３，７６３

その他＊＊＊ ９５ ５，９９２ １８，８２７ １．６６ n.a. n.a.

（注）＊国家統計局データによる。中国機床工具工業協会のデータに比べ統計対象範囲が広いとみられるが、詳細
は不明。

＊＊ 「集団所有」は主として比較的小規模な地方公営企業を指す。

＊＊＊「その他」は主として民間企業を指す。原資料には当該項目はなく、全企業の数値から国有・外資系・
集団所有を差し引いて算出した。

（出所）『中国市場年鑑２００１』より作成。

図１ 工作機械業界の企業形態別構成（２０００年売上高）

（出所）表１に同じ。
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赤字企業は全体の約４分の１を占める。ただ、２０００年以降工作機械の国内需要は顕著に伸びて

おり、収益面でも改善が見込まれる５。

競争激化とともに、集中化にも進展がみられる。２０００年時点の売上高上位１０社の市場シェア

は２２．１％であり、１０年前の約２倍にまで高まった（『中国機械工業年鑑２００１』による）。

国家統計局等のデータに基づき、売上高で上位とみられるメーカー１０社を表２に掲げた。こ

れら１０社はいずれも国有企業ないし政府が筆頭株主の準国有の株式会社である。国有の大手企

業は概して低い資産効率、余剰人員などの問題を抱えており、近年リストラを推進している。

これに対して規模では小さいものの経営効率で勝る民間企業が、近年多数台頭してきている。

５ ただし２００２年には、価格低下のため収益改善のテンポが鈍る傾向が現れている。

表２ 主要な工作機械メーカー（国内資本）＊

名 称 所在地
売上高＊＊

（１，０００元）
特徴＊＊＊＊

大連機床集団有限公司 大連市 ７１５，１１１
・売上高国内首位。
・複合工作機械、トランスファー・ライン最大手。

瀋陽機床股�有限公司 瀋陽市 ６７５，６８１
・上場企業。傘下に瀋陽第一機床廠等。
・NC機生産台数で国内首位（１，２０４台）。
・輸出額で国内首位。

無錫開源機床集団公司 無錫市 ６４６，７１８
・研削盤の国内最大手。
・NC機生産台数で国内第３位。

秦川機床集団有限公司 宝鶏市 ２７２，０３２
・歯車研削盤の国内最大手。
・上場子会社（秦川発展）を有する。
・漢川機床公司・宝鶏機床廠等を合併予定。

河南省新機集団有限公司 新郷市 ２６３，８５４ ・鋼球加工用工作機械で国内最大手。

済南一機床集団有限公司 済南市 １５９，６７０ ・NC機生産台数で国内第２位。

済南二機床集団有限公司 済南市 n.a. ・大型工作機械の国内最大手。

北京第一機床廠 北京市 ＊＊＊３００，０００
・フライス盤最大手。日立精機と提携でMC等生産。
・オークマとMC、NC機の合弁設立（２００２年）。
・郊外への移転を機に設備近代化を計画（～２００８年）。

上海機床工具集団有限公司 上海市 ＊＊＊１，８００，０００
・一種の持株会社。傘下の上海機床廠は精密研削盤の国内
最大手（２００１年売上高１．２億元）。
・統括機能弱く、傘下メーカーの独立性が高い模様。

江蘇多梭数控機床股�有限
公司

常州市 n.a.
・NC機、MC大手（NC５００台、MC２５０台／年）。
・ボール盤、中ぐり盤大手の常州機床廠の改組により成立。

（注）＊『中国市場年鑑２００１』の金属切削工作機械メーカー売上高上位１０社のうち、工作機械以外の売上が大半と
思われる３社と詳細の不明な２社を除いたうえ、『中国機械工業年鑑２００１』等の資料により重要と思われる５
社を加えた。
＊＊ ２０００年。ただし＊＊＊は２００１年。なお１０００元は約１万５０００円に相当。
＊＊＊＊ 数値・シェアは２０００年時点。

（出所）『中国市場年鑑２００１』、『中国機械工業年鑑２００１』および各社ウェブサイト、訪問調査など。
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また、国有部門でも研究所を企業体に改組して設立された北京機床研究所、北京機電院などの

企業は、高度な技術を有するうえ余剰人員などの問題も比較的小さく、伝統的な国有メーカー

と比較して経営効率・技術水準の両面で優位に立つ（第４節以下参照）。

第２節 生産の特徴

中国の工作機械産業は１９９０年代前半の投資ブームの下で急速に拡大したのち、９０年代後半に

は投資の減速による深刻な需要後退を経験した。生産台数でみると、１９９８年に底を打ったのち、

景気回復や乗用車需要などの大幅な伸びにより、再び急速な拡大期に入った（表３）。２００１年

の生産規模は１８．２億ドルに達しており、世界第５位の水準にある。成形工作機械を加えた工作

機械全体の輸入規模は２４．１億ドルに達し、アメリカに次ぐ世界第２位の輸入大国となった６。

品目別の生産構成を表４に掲げた。データの出所は『中国機械工業年鑑２００１』に記載されて

いる中国機床工具工業協会由来のデータである。ただし、同協会のデータの対象範囲は会員企

業のみとみられる。表４の総生産台数を国家統計局のデータ（表３）と比べると明らかに少ない。

６ 生産規模は Gardener Publications社のデータに基づき広田紘一氏推計。輸入規模は AMT統計によ

る。いずれも広田氏提供。
７ ただし国家統計局のデータも年間売上高５００万元（約７５００万円）以下の非国有企業は対象外となって

いる点に注意を要する。

表３ 工作機械の生産台数（国家統計局統計ベース）

金属切削工作機械

（万台） NC機（台） NC化率（％）

１９９１ １６．３９ ４，０５１ ２．５

１９９２ ２２．８７ ７，４５０ ３．３

１９９３ ２６．２０ ９，４７８ ３．６

１９９４ ２０．６５ ６，２２３ ３．０

１９９５ ２０．３４ ７，２９１ ３．６

１９９６ １７．７４ ８，１４２ ４．６

１９９７ １８．６５ ９，０５１ ４．９

１９９８ １１．９１ ７，０７８ ５．９

１９９９ １４．２２ ９，００７ ６．３

２０００ １７．６６ １４，０５３ ８．０

２００１ ２５．５８ １８，５９３ ７．３

（出所）『中国統計年鑑２００２』等より作成。
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特に価額ベースでは大幅な過小推計である可能性が高く、利用にはかなり注意が必要である７。

価額ベースでみた NC化率は２０００年時点で約３４％であり、日本の１９７７年頃の水準にほぼ相当

する８。この数年急速に上昇してきているものの、台湾・韓国は言うまでもなくインド（５９％）

と比較しても低い。ただ NC工作機械の生産台数ではインドの約１１倍と大きく、NC化率の低

さは中国の工作機械市場の広がりを示すとみるべきだろう。

８ ２００１年には４０％に近づいたとの情報もある（中国機床工具網 http : //www.hardware.org.cn）。なお、

財団法人海外投融資情報財団編著『中国の産業力』第４章「工作機械」では「NC化率が２０００年から

の１年間で８％から３０％に拡大した」と述べられている。これは台数ベースの NC化率と価額ベース

の NC化率の混同による誤りと思われる。国家統計局公表のデータによる台数ベースの NC化率は２００１

年にむしろ低下した（表３）。

表４ 品目別工作機械生産数量・価額（２０００年）＊

数量
（台）

価 額

（千ドル） 平均単価（ドル） 構成比（％）

全品目 １１５，６２７ ６００，２８６ ５，１９２ １００．０

NC工作機械 ９，１８８ ２０５，７６７ ２２，３９５ ３４．３

マシニングセンタ ５２２ ３４，２４３ ６５，６００ ５．７

高精度工作機械 ３８７ ８，５５２ ２２，０９９ １．４

大型工作機械 １，２１３ ４６，３２３ ３８，１８９ ７．７

旋盤＊＊ ４９，１１１ ２７２，９９６ ５，５５９ ４５．５

ボール盤 ２１，０７７ ２８，５８３ １，３５６ ４．８

中ぐり盤 １，３０６ ３８，０１８ ２９，１１０ ６．３

研削盤 １２，２６８ ８４，４５５ ６，８８４ １４．１

歯切り盤 １，３２８ ２９，０１２ ２１，８４６ ４．８

ねじ切り盤 １１９ ６１２ ５，１４７ ０．１

フライス盤 １６，０３３ ６９，１５４ ４３，１１４ １１．

平削り盤 ８８２ ２，４９１ ２，８２４ ０．４

ブローチ盤 ２７ ４２５ １５，７４８ ０．１

放電加工機 ６１１ ３，９６８ ６，４９５ ０．７

のこ盤 ２，９０９ ９，０１１ ３，０９８ １．５

複合工作機械 ９３９ ２１，５９１ ２２，９９４ ３．６

その他 ８，８２５ ３９，９７０ ４，５２９ ６．７

（注）＊ 中国機械工業連合会統計。国家統計局と比べ対象範囲が小さいため、全品目
生産数量は表３と一致しない。

＊＊「旋盤」以下の品目はNC機・非NC機を含む。
（出所）『中国機械工業年鑑２００１』より作成。
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表５ 中国の工作機械の内需・輸出入

１９９７年

全品目 うちNC機

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

内需 １４７，２００ ２，０６０ １４．０ １５，２００ ７３９ ４８．６

輸出 ８３，２００ ２２７ ２．７ ９６５ ２２ ２２．８

輸入 ４３，９００ ９０７ ２０．７ ６，２００ ５４２ ８７．４

自給率（％） ５６．０ ２６．７

１９９８年

全品目 うちNC機

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

内需 １０７，１００ １，９２２ １７．９ １６，９００ ８５７ ５０．７

輸出 １０３，１００ １８０ １．７ ８８０ ２１ ２３．９

輸入 ３３，５４５ ８５９ ２５．６ ５，３００ ５４２ １０２．３

自給率（％） ５５．３ ３６．８

１９９９年

全品目 うちNC機

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

内需 １１８，７００ ２，０８４ １７．６ ２１，１００ １，０３９ ４９．２

輸出 ６３，０００ １９２ ３．０ １，０９９ ２３ ２０．９

輸入 ３９，５００ ９８２ ２４．９ ７，６２４ ６３５ ８３．３

自給率（％） ５２．９ ３８．９

２０００年

全品目 うちNC機

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

数量
（台）

価額
（１００万ドル）

平均単価
（１，０００ドル）

内需 n.a. n.a. n.a. ２３，４８２ n.a. n.a.

輸出 １０４，０１９ １２８ １．２ １，７２７ ３４ １９．７

輸入 ４２，７６１ １，１５８ ２７．１ １１，１５６ ８１４ ７３．０

自給率（％） n.a. n.a.

（注）１） 内需＝生産－輸出＋輸入。
２） 輸出・輸入には台付ドリル（HS８４５９２９００）、砥石電動機（８４６０９０１０）、ポリッシャー
（８４６０９０２０，８４６０９０９０）、のこ盤・切断機（８４６１５０００）を含まない。

（出所）「機床工具工業十五規劃」より作成。ただし、２０００年のみ中国機床工具工業協会ウェブ
サイト（http : //www.cmtba.org.cn／）、通関統計、『切断技術』ウェブサイト（http : //cuttech.
myrice.com／）に基づき作成。
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品目別では旋盤（NC及び非 NC）の比重が４５．５％と高い点が目立っている。旋盤の比重の

高さという点では韓国の工作機械業界と似た構造である。だが生産価額を台数で除して算出し

た平均単価はおしなべて低い。NC機を含む旋盤の平均単価（５５５９ドル）を同年の韓国の普通

旋盤と比較すると、ほぼ半分の水準である。

表６ 中国の工作機械輸入－主要輸入先・主要品目別（２０００年）

輸入先
総額

（千ドル）
上位４品目（価額ベース）

日 本

４６５，４３８

品目
その他NCボー

ル盤
横形MC その他NC旋盤

ホーニング盤及び
ラップ盤

HSコード ８４５９２１００ ８４５７１０２０ ８４５８９１００ ８４６０４０２０

数量（台） ３５０ １２０ ６４８ ８２９

２８．４％
価額（千ドル） ４５，１７８ ３２，９１３ ３１，５６１ ３１，１４２

単価（千ドル） １２９．１ ２７４．３ ４８．７ ３７．６

台 湾

３２９，７０８

品目 立形MC
その他NCフラ

イス盤
その他NC旋盤 NC横旋盤

HSコード ８４５７１０１０ ８４５９６１９０ ８４５８９１００ ８４５８１１００

数量（台） ７４０ ７５４ １，０６７ ４７８

２０．１％
価額（千ドル） ３７，４４７ ２４，４９９ ２０，３６５ １９，５７８

単価（千ドル） ５０．６ ３２．５ １９．１ ４１．０

ド イ ツ

１２５，９６４

品目 その他NC研削盤 NCボール盤 横形MC 立形MC

HSコード ８４６０２１９０ ８４５９２１００ ８４５７１０２０ ８４５７１０１０

数量（台） ４０ １３８ １６ ４７

７．７％
価額（千ドル） １２，９２１ １２，５６１ ８，６１１ ８，３１１

単価（千ドル） ３２３．０ ９１．０ ５３８．２ １７６．８

アメリカ

１０７，３２４

品目 NCボール盤
半導体用ドライ

エッチ
レーザー等加工機 立形MC

HSコード ８４５９２１００ ８４５６９９１０ ８４５６１０００ ８４５７１０１０

数量（台） １０９ １８ １０５ ８７

６．５％
価額（千ドル） １８，７３３ １４，７５７ ９，５２０ ８，４０６

単価（千ドル） １７１．９ ８１９．９ ９０．７ ９６．６

ス イ ス

６８，２７８

品目 NC放電加工機 その他NC旋盤 立形MC その他NC研磨盤

HSコード ８４５６３０１０ ８４５８９１００ ８４５７１０１０ ８４６０２１９０

数量（台） ８６ ３７ ２６ １５

４．２％
価額（千ドル） ８，３４８ ７，８９５ ５，４４０ ４，３９３

単価（千ドル） ９７．１ ２１３．４ ２０９．２ ２９２．９

（注） 工作機械の範囲はHS８４５６～８４６１。
（出所） 日本機械輸出組合データ及び中国通関統計に基づき作成。
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第３節 機種別市場

前節で述べたように、中国は工作機械の生産大国であると同時に輸入大国でもある。表５に

内需・輸出・輸入の関係と平均単価の比較を示した。

１９９０年代中期に市場開放の進展に伴って、中国の工作機械市場は輸入依存度が一時期６割前

後まで高まった。国内工作機械産業の回復とともに、自給率は漸増傾向を示している。NC工

表７ 主要輸入品目の輸入動向（主要輸入先別）

１） 立形マシニングセンタ（HS８４５７１０１０）

１９９９ ２０００ ２００１ ２００１（％）

台 湾

数量（台） ４０４ ７４１ ８１１ ５３．４

価額（千ドル） ２４，７７１ ３７，４４９ ４３，０５８ ３４．５

単価（千ドル） ６１．３ ５０．５ ５３．１ －

日 本

数量（台） ２２５ ３７３ ４３９ ２８．９

価額（千ドル） ２４，４６２ ２７，３４５ ３７，２７１ ２９．８

単価（千ドル） １０８．７ ７３．３ ８４．９ －

ド イ ツ

数量（台） ４２ ４７ ６２ ４．１

価額（千ドル） ６，０８４ ８，３１１ １３，７５４ １１．０

単価（千ドル） １４４．９ １７６．８ ２２１．８ －

総 計

数量（台） ８２２ １，３７４ １，５１９ １００．０

価額（千ドル） ７５，４０９ ９７，７４２ １２４，８９９ １００．０

単価（千ドル） ９１．７ ７１．１ ８２．２ －

２）横形マシニングセンタ（HS８４５７１０２０）

１９９９ ２０００ ２００１ ２００１（％）

日 本

数量（台） ８８ １２０ １９１ ５７．２

価額（千ドル） ２９，６７１ ３２，９１３ ５９，３１０ ６０．５

単価（千ドル） ３３７．２ ２７４．３ ３１０．５ －

ド イ ツ

数量（台） ２１ １６ ４５ １３．５

価額（千ドル） １３，２７０ ８，６１１ ２１，３９１ ２１．８

単価（千ドル） ６３１．９ ５３８．２ ４７５．４ －

台 湾

数量（台） １６ ５３ ６９ ２０．７

価額（千ドル） ２，３８２ ４，４９６ ６，７３５ ６．９

単価（千ドル） １４８．９ ８４．８ ９７．６ －

総 計

数量（台） １７６ ２３７ ３３４ １００．０

価額（千ドル） ６０，８７８ ６０，４０８ ９８，０８３ １００．０

単価（千ドル） ３４５．９ ２５４．９ ２９３．７ －
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作機械の自給率も上昇傾向を示している。だが輸出と輸入の構造を比較すると、輸出の平均単

価は輸入の１０～２０分の１程度の水準であり、価額ベースで輸入の７割程度を NC工作機械が占

めている。NC機輸出の平均単価は輸入の４分の１程度にすぎない。安価な非 NC工作機械を

輸出し、高級な NC機を輸入に頼るという構図である。結果として工作機械貿易は大幅な入超

となっている。

表７ 主要輸入品目の輸入動向（続）

３）NC旋盤（HS８４５８１１００，８４５８９１００）

１９９９ ２０００ ２００１ ２００１（％）

台 湾

数量（台） ９９１ １，５４５ １，８５５ ５１．３

価額（千ドル） ２６，７４１ ３９，９５１ ５８，５９８ ３３．９

単価（千ドル） ２７．０ ２５．９ ３１．６ －

日 本

数量（台） ７４２ １，０４３ １，１９７ ３３．１

価額（千ドル） ２９，９４１ ５２，８００ ５８，０４３ ３３．６

単価（千ドル） ４０．４ ５０．６ ４８．５ －

アメリカ

数量（台） ６８ ５９ １７５ ４．８

価額（千ドル） １０，４３４ ７，８００ ２１，３６０ １２．４

単価（千ドル） １５３．４ １３２．２ １２２．１ －

総 計

数量（台） ２，０２７ ２，９０９ ３，６１４ １００．０

価額（千ドル） ９３，６３１ １２７，１６０ １７２，６６９ １００．０

単価（千ドル） ４６．２ ４３．７ ４７．８ －

４）NCボール盤（HS８４５９２１００）

１９９９ ２０００ ２００１ ２０００（％）

日 本

数量（台） １８９ ３５０ n.a. ３１．８

価額（千ドル） ２１，２３２ ４５，１７８ n.a. ４６．８

単価（千ドル） １１２．３ １２９．１ n.a. －

アメリカ

数量（台） ６７ １０９ n.a. ９．９

価額（千ドル） ８，０２５ １８，７７３ n.a. １９．５

単価（千ドル） １１９．８ １７２．２ n.a. －

ド イ ツ

数量（台） ６１ １３８ n.a. １２．５

価額（千ドル） １２，７０１ １２，５６１ n.a. １３．０

単価（千ドル） ２０８．２ ９１．０ n.a. －

総 計

数量（台） ５９４ １，１０２ n.a. １００．０

価額（千ドル） ５２，９８２ ９６，５０２ n.a. １００．０

単価（千ドル） ８９．２ ８７．６ n.a. －

（注） ％は２００１年（２０００年）時点での各品目の輸入総計に占めるシェアを示す。
（出所）日本機械輸出組合及び中国通関統計により作成。
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工作機械の輸入先としては首位の日本と２位の台湾を合わせて半分近くを占め、ドイツ、ア

メリカ、スイスが続く（表６）。これら主要輸入先は、ドイツ・スイスが最高級機種、日本が

これに次ぐ高級機種、台湾が中級機種という形で一応の棲み分けが行われている。

台湾から輸入される NC機の平均単価は、国内製品の平均単価（表４参照）との差が比較的

小さく、マシニングセンタの場合は（少なくとも統計上は）国内製品より安い９。国内メーカ

ーにとって、台湾メーカーとの競合はもっとも切実であるといえよう。

アメリカからの貿易統計上の工作機械輸入は、半導体用ドライエッチやレーザー等を使用し

た加工機など半導体関連が２割を超えている。

工作機械の輸入品目中、輸入価額が最も大きい４品目である立形マシニングセンタ、横形マ

シニングセンタ、NC旋盤、NCボール盤の輸入先上位３カ国の輸入台数・価額・単価の推移

を表７に示した。 （今井 健一）

第４節 工作機械設備ヴィンテージ

中国縦横華智投資管理諮詢有限公司はアジア経済研究所の委託により、２００２年に国内工作機

械メーカー２０社を対象とする工作機械設備ヴィンテージ（経過年数）のサンプル調査を行なっ

た。本節ではこの調査結果に基づき、中国工作機械メーカーの設備保有状況を分析する１０。調

査対象の工作機械メーカーが保有する国産および輸入工作機械は、合計１万３８８台であった。

このうち輸入工作機械は、７７６台（７．４％）でしかなかった。この結果は、中国工作機械メーカ

ーは、これまで工作機械設備をほぼ自給してきたためである。国産および輸入工作機械合計１

万３８８台の設備を、経過年数別にみると、経過年数５年以内の設備は８．３％（８６６台）、６～１０年

経過の設備は１３．３％（１３８１台）、１１年以上経過の設備は７４．４％（８１４１台）である。工作機械メ

ーカーの設備は、１１年以上の設備がほとんどで、かなり老朽化している。しかも国産の設備で

ある、ということは極めて精度が劣ることが予想される。これら古い工作機械設備を新しい設

備に更新しようとすると、老朽設備の廃棄は、一般に公害問題を起こすので、それへいかに対

処するかが大切である。確かに、古いマニュアル操作の工作機械は、資源再利用できる側面が

多いに、未だ廃棄性設計、部品再利用、資源再利用などを含むリ・マニュファクチュアリング

（Remanufacturing）技術が根付いていない中国では今後の大きな課題であろう。

９ ただし輸入統計には中古品も含まれていることに注意する必要がある。
１０ 詳しくは、水野順子・佐々木啓輔編『アジアの工作機械・金型産業の海外委託調査結果』２００３年１月、

１１５～１３８ぺージ参照。
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国産工作機械と輸入工作機械を合わせた NC工作機械の保有台数は６４５台で、これは保有合

計の６．２％にあたる。つまり、中国の工作機械メーカーは、非 NC工作機械を中心に１１年以上

経過した工作機械を主要設備としている。昨今のように人の流動化が激しい状況を考慮すると、

熟練者ではない人材が、非 NC工作機械で良い工作機械を生産することは極めて困難である。

熟練者のいない工作機械メーカーで、急速に拡大する工作機械需要に対応するのは難しいであ

ろう。

NC工作機械だけをみると、国産の NC工作機械を５１７台保有しているが、これは国産と輸

入をあわせた NC工作機械保有台数６４５台の８０．１％で、中国の工作機械メーカーが保有する NC

工作機械は、ほとんど国産である。これを経過年数別にみると、５年以下２１５台（４１．６％）で

比較的新しい機械が多い。

１１年以上経過した非 NC工作機械から NC工作機械へのシフトが始まっているとみられるが、

国内の需要を国内メーカーで満たす条件は十分ではないとみられる。 （水野 順子）

第５節 国際競争力

１． 都市によって異なる技術力

中国は長い間、計画経済で国を経営してきたが、現在は計画経済から市場経済へ転換を図っ

ている。目覚しい発展を遂げている電機、自動車などの分野は市場経済の競争原理が働いてい

る一方、工作機械分野は計画経済を引きずっているように見える。計画経済時代に中国政府は

北京、上海など都市ごとに機種を変えて工作機械の供給基地を作った。北京はフライス盤、マ

シニングセンタ（MC）、上海は研削盤、大連は旋盤といった具合だ。これが市場経済になっ

ても何ら変化していない。

特に上海は上海機床工具集団公司という大企業１社が上海の工作機械業界を動かしており、

その他は中小企業でしかないという状況にある。しかも、上海は中国最大の都市で、経済成長

率も高く、大いに発展しつつある。電機や自動車業界は拡大の一途をたどっており、工作機械

メーカーとしても販売先に困ることはない。そのほか自動車メーカーからは機械加工の仕事も

舞い込んでくる。黙っていても仕事がある状況では市場経済を理解しろと言っても無理がある。

一方で、大連の工作機械メーカーは赤字続きで経営者が交代するなど市場経済に対して必死

になって取り組もうという姿勢が見える。北京は特徴のある工作機械メーカーが多く、一概に

論じることは難しい。一般的には技術レベルは他の都市よりも上で、本気になったら怖い存在

になる北京機床研究所というメーカーもある。北京機床研究所は以前は国立の工作機械研究所

という存在だったが、現在は工場も持つ民間会社として運営されている。
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このように見てくると都市によって工作機械メーカーの実力が異なることが分かる。

�１ 上海の工作機械メーカーはヘッドクウォーターが市場経済を理解していない。このため、

技術力向上のチャンスがあったとしても、自分たちのために必死で取り組もうというところ

まで到達できる可能性は低い。競争力向上は当分、望みが薄い。

�２ 大連の工作機械メーカーは経営者が交替し、赤字体質から黒字体質に転換した。ただ、自

分たちで技術力を向上させるまでにはいたっていない。今後、日本メーカーとの合弁事業な

どから技術力をいかに身につけるかが課題である。競争力向上は可能性がある。

�３ 北京の工作機械メーカーはMCで中国トップの実力を持つ北京第一機床廠や北京機床研

究所などがあり、その技術は侮れない。製品価格では韓国、台湾を下回るだけに、日本メー

表８ 上海機床工具集団公司のグループ企業と生産機種

１． 上海明精機床公司

１） 上海重型機床廠（旋盤、門形研削盤）
２） 上海儀表機床廠（小型メータ、機器用旋盤）
３） 上海第二機床廠（旋盤）
４） 上海第一機床廠（トランスファマシン、原子力発電関連部品、ギア加工機）
５） 上海江寧機床廠（旋盤）
６） 申克試験機有限公司（中独合弁、試験機）
７） 上海舒靭圧力機公司（中独合弁、大型プレス）
８） 上海超群無損探傷検測機公司（中米合弁、材料探傷機）
９） 上海富安工場自動化有限公司（上海自動車公司と合弁、生産ライン、専用機など）
１０） 上海機床鋳造総廠（鋳物）

２． 上海利達鍛圧設備有限公司

１） 上海鍛圧機床廠（中型・大型プレス）
２） 上海冲剪機床廠（板金プレスなど）
３） 上海圧鋳機廠（鋳造機械）
４） 上海探傷機廠（X線探傷機など）
５） 上海熱処理廠（熱処理関係）
６） 上海アマダ冲剪機床廠（板金プレス）

３． 上海工具廠有限公司

１） 上海工具廠（工具）
２） 上海砂輪機廠（研磨材、シリコンなど）
３） 上海機床附件廠（工作機械のアタッチメント類、ツーリング、カッターホルダなど）

４． 上海機床廠有限公司

１） 上海機床廠（研削盤、電気パネルなど）
２） 上海第三機床廠（フライス盤、マシニングセンタ、研削盤）
３） 上海第八機床廠（放電加工機）
４） 上海木工機床廠（木工機械）
５） 上海量具刃具廠（計測機器、刃物、工具）
６） 星火模具廠（金型）

５． 上海機床工具集団貿易有限公司

（出所）上海機床工具集団公司の提供資料より作成。
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カーとの合弁事業で技術力をさらに向上できるなら、近い将来、韓国、台湾に匹敵する競争

力を持つことになろう。

２． 上海の事例

上海機床工具集団公司は旋盤メーカーの上海明精機床公司、プレス機メーカーの上海利達鍛

圧設備有限公司、工具メーカーの上海工具廠有限公司、研削盤・フライス盤・MCなどのメー

カーである上海機床廠有限公司という４つの工作機械メーカーと貿易会社である上海機床工具

集団貿易有限公司の合計５つの子会社（表８）を統括する総合工作機械メーカーである。４つ

の子会社の下にさらに生産子会社が並んでいる。上海機床工具集団公司はヘッドクウォーター

の役目を担っているが、それを認識していない。たとえば日本のアマダとの合弁会社「上海ア

マダ冲剪機床廠」の工場は整理、整頓などいわゆる５Sが行き届いているが、他のグループ工

場へ行くと驚くほど汚いという状況に遭遇する。グループ企業ならばせめて同レベルのきれい

さを望みたいものである。これがヘッドクウォーターが役割を認識していない理由の一つであ

る。

１９８８年から９２年の５年間には世界銀行から１億ドルの借款と、自己資金を２５００万ドル投入し

て新規機械を海外輸入合計３５８台、中国製２４９６台導入した。海外からはソフト面の技術も購入

し、管理技術は米 USU社から導入した。この管理技術を学ぶため、管理者は米シンシナティ・

ミラクロン社に行って勉強したという。９２年当時は世界最先端の工作機械がずらりと並び、技

術導入も積極的に行ったが、残念ながらその成果を発展させることはできなかった。たとえば、

米 GE（ゼネラル・エレクトリック）社、独シーメンス社の２種類の NC技術を購入したが、

ものにすることができなかった。現在は１００％国産技術で NC技術を開発したという。このこ

とからもコスト意識の低いことがうかがわれる。また、当時導入した FMS（フレキシブル生

産システム）は現在、その３分の２が自動車部品の生産に使われている。空調を施した当時最

新工場は工作機械の配置も変わっていないし、新しい設備導入も行われていない。上海は電機

産業や自動車産業が景気を引っ張っており、全体として設備過剰気味だが、工作機械メーカー

の仕事だけでなくエンジン加工の仕事を委託されるなどだまっていても仕事は多い。合弁会社

を除くとほとんどが国営会社であり、活性度はそれほど高くない。仕事はあるし、それなりの

業績もあげているので、民営化してさらなる発展を目指す必要性に迫られていないようだ。

３． 大連の事例

大連の工作機械メーカーはまだ国際競争力をうんぬんするような状態にはない。赤字体質か

らようやく復活してきた段階だ。たとえば大連機床集団有限責任公司は技術者がスピンアウト

して経営が苦しくなった大連機床廠と大連第二機床廠、大連トランスファマシンの国営３社が

１９９６年に合併して設立した工作機械メーカーだが、１９９７年まで社員の福祉金を払うことができ

第
１４
章

中
国
の
工
作
機
械
産
業
―
急
成
長
す
る
市
場
と
高
度
化
へ
の
課
題
―

３２９



ず、病院などに１億元以上の未払いがあったほど赤字体質だったという。１９９８年に大連市工業

委員会がそれまでの経営者を全員解雇し、陳永開氏（現在４１歳）を董事長に任命してから業績

が急速に向上した。この回復はマスコミにも数多く報道されるほどだった。現在の生産量は当

時の約５倍で、２００２年、累積赤字を一掃した。

２００１年の工作機械の生産台数は合計１万台。内訳は普通旋盤が９０００台、NC旋盤が１０００台、

MCが３００台、トランスファマシンが３００台である。これをみても分かるように依然として普通

旋盤が主力である。NC旋盤、MCの技術を急速に向上、市場開拓を進める必要がある。まだ

未知数だが、その兆しは見えてきている。急速な業績の回復とともにこれまで流出する一方だ

った技術者が戻ってきていることだ。技術者は合計で９３０人になり、以前の２倍以上になった。

さらには清華大学、ハルビン大学、大連理工大学など中国の一流の大学からも卒業生が入社す

るようになった。また、中国国内の１６ヵ所にアフターサービスの拠点を作ったことによって市

場がどのような製品を求めているか、把握できるようになったことも今後の発展に期待が持て

る。陳永開董事長はじめ、若い経営者が市場経済を理解し、製品設計、製品開発のチームを作

って開発に力を入れている。現在は国際競争力はないに等しいが、今後の可能性は高い。

また、日本の日平トヤマと地元民間企業の渤海機床廠が合弁で１９９６年に設立した民間企業で

ある大連億達日平機床有限責任公司も、設立当初は中国側が６７％の株式を所有し、中国方式で

経営されたため、赤字が累積した。１９９９年度から日平トヤマが経営権を握って日本流の経営方

式をとり、２０００年度から黒字に転換した。ワーカーの使い方は中国流だが、物作り、管理手法

を日平トヤマのやり方にして成功したという。日本流で作り始めてそれほど時間がたっていな

いので、輸出は考えていないようだ。技術レベルの向上が先だという。

大連は赤字体質を克服する段階で市場経済を理解した。現在、急速に技術を習得し、技術開

発に挑もうとしている。国際競争力を比較できる段階にはないが、合弁企業の設立、技術導入

により、急速に技術を習得し、国際競争力の向上を目指している。

４． 北京の事例

北京は特徴のある工作機械メーカーが多く、全体的には中国でトップの実力だとみることが

できる。MCメーカーの北京第一機床廠は２００１年、１４０台の NC工作機械を販売した。内訳は

大型５面加工機、大型 NCフライス盤、汎用 NCフライス盤、立形MC、横形MCである。非

NC工作機械は２００１年に３０００台販売したが、売上高は NC工作機械の方が上だという。大型５

面加工機は案内面研削盤で有名な独Waldrich Coburg社との技術提携で生産しているもので、

鋳物から一貫生産している。また、２００２年になって日本のオークマと合弁会社を設立してMC

と NC旋盤を生産することに合意した。Waldrich Coburg社とも合弁会社設立の覚書に調印し

ている。輸出は現在、非 NC工作機械を東南アジアに売っている程度だが、オークマとの合弁

会社、Waldrich Coburg社との合弁会社が稼動し始めると、技術を習得し、NC工作機械が輸
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出にまわることになる。MCと NC旋盤は韓国、台湾製よりも安くなる見通しで、国際競争力

は高くなる可能性がある。大型５面加工機も航空機産業向けの金型加工用として売りこむよう

だ。

一方で、同社は北京市の中央部に３０万㎡以上の敷地を持っていたが、ここで工場を経営する

ことは難しくなっている。長過ぎた計画経済の時代と現在の市場経済に合わない体質を転換さ

せるため、土地をすべて売却し、郊外に設備も全く新しくして新工場を建設することにした。

すでに半分以上を売却しており、全体で１９億元（約２８５億円）が手に入る予定だという。これ

を資金に北京空港の５km先に２７万㎡の土地を取得し、工場の建設を始めている。生産しなが

ら順次工場を移転していき、北京オリンピックの開かれる２００８年までには工場をすべて完成さ

せる予定だ。このため、当分は本格的な技術力向上は望み薄と考えられる。

また、中国の国立の工作機械研究所が民間企業になった北京機床研究所は中国で最もユニー

クな企業だろう。１９５９年に設立された金属切削機床実験科学研究所が前身で、１９７８年に現在の

名前になった。日本でいえば元通産省工業技術院機械技術研究所のようなもので、国の威信を

かけて工作機械技術の開発を行っていただけに、技術レベルは他社に比べて圧倒的に高い。課

題はこの技術力を生産力にどう結びつけるかである。

同社は１９８１年にファナックと技術提携し、１９９２年には合弁で北京ファナック機電有限公司を

設立、NC装置の生産・販売を本格的に始めた。NC装置の現在の中国市場占有率は約６０％で

ある。１９９９年には中国政府の特別な計らいで政府の直接管理を離れ、債権を株式にして株式会

社組織になることができた。銀行２社が株主として参加している。市場経済のやり方で営業も

行うことになり、北京市に新しくビルを建設して本部と営業、保守・点検を行っている。６０km

離れた密雲県には４４万㎡の土地に研究、開発、生産を行う施設を持っている。

MCの生産は年間百数十台だが、これを同５００台まで拡大する計画だ。スピンドルユニット、

ATC用ロボット、治具などの関連部品ユニットは年間合計１５００セット程度を目標にしている。

現在、合弁会社設立の交渉が進んでいるのはマグネットスケールの分野で独 Hendnheim社と

である。日本で使用しているマグネットスケールの８０％は Hendnheim社製といわれるメーカ

ーで、すでに覚書を取り交わしており、合弁会社設立が決まれば国内シェア９８％を目指すとい

う。NC装置は国内シェア７０％を目指す。また、３次元測定機では独ツァイス社と合弁を協議

中で、これも国内シェア５０％以上を目指している。

同社の最大の特徴はやはり技術力であろう。技術スタッフの数は一般の工作機械メーカーの

数十倍だという。毎年３０～４０人の大卒技術者を採用しており、従業員の７０％以上が大卒者だ。

２００３年に北京で開かれる工作機械見本市では安田工業と同程度の精度のジグボーラーを出品す

る計画だ。

そのほか北京では北京市機電研究院という立形MCメーカーも健闘している。もともとは

北京第六機床廠という名前で研削盤の専門メーカーだったが、その後現在の名前になり、羊肉
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のスライス機械、環境設備、金型、重電、ビル管理などに業務を拡大している。今年７月には

体制を改革して国営から株式会社になった。立形MCは米シンシナティ社から１９９２年に１モ

デルを技術導入し、１０年間かけて完全現地化した。現在は X軸の移動量が７５０mmの仕様から

１７００mmまでシリーズ化して生産している。このほか研削盤も生産している。

５． 今後は北京から力を付けていく

中国はすでに工作機械の生産大国・輸入大国・消費大国になっているが、輸出はきわめて少

ない。第１５期５ヵ年計画では NC工作機械を優先的に発展させること、海外メーカーとの提携

を強化するなどがうたわれているが、輸出の強化も非常に重要な目標として掲げられている。

中国国内で先頭集団を構成する北京の工作機械メーカーはそれぞれに特徴を持っており、価格

面では韓国、台湾メーカーよりも安いので、中国国内では競争力を持ちつつある。北京第一機

床廠や北京機床研究所など北京メーカーが技術力を保持しており、これを合弁事業で強化しよ

うとしている。まだ国際競争力があるとはいえないが、中国は北京メーカーが先頭に立って力

を徐々に付けていき、価格面を筆頭に国際競争力を向上していくものとみられる。

第６節 購買

１． 重要部品は日本から

中国は計画経済時代に都市ごとに種類を変えて工作機械の供給基地を作ったために工作機械

メーカーとしては大企業が多い。このためもあり、ほとんどの中国メーカーは重要部品を除い

て鋳物から製品組み立てまで一貫生産している。さらに生産量を増やすために難しい加工は社

内で行い、比較的簡単な部品加工は下請けに出すという形態をとっているところが多い。全般

的に社内加工設備は古くても高級レベルが揃っており、外部から難しい部品の委託加工を請け

負っているところもある。

鋳物については大型工作機械メーカーは長さ１０m以上の長尺ベッドを鋳造する設備を当然

のように持っている。日本や韓国、台湾などは作ることができない特徴を持った設備といえる

が、この利点を生かしきっていない面が見うけられる。

重要部品は基本的に顧客の要求で輸入か自社製かが決められる。NC装置は日本のファナッ

クが北京機床研究所と合弁会社を設立しているし、独シーメンス社も合弁会社を設立している

ことから、この２社から選択されることが多い。ボールねじ、リニアガイドなどは日本メーカ

ー製が輸入されることが多いが、一般的なボールねじについては台湾製が採用され始めている。

長尺、大径のボールねじは日本製が多い。
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中国メーカーも重要部品を内製化する試みが進んでいる。大連機床廠は１０人の技術者でチー

ムを作り、１年以上かけて旋盤用の NC装置を自主開発した。まだ開発したばかりで販売に寄

与するのはこれからだという。ボールねじやリニアガイドも自社製にしたいようだが、これら

の部品は専門メーカーがしっかり作っているので、各社とも買ったほうがメリットがあるとみ

ているようだ。

２． 重要部品の国産化

北京機床研究所はファナックと合弁で NC装置の生産・販売を行っており、国内シェアを現

在の５０％から７０％に引き上げたい考えだ。スピンドルユニット、ATC用ロボット、治具、マ

グネットスケール、３次元測定機など関連重要部品の販売も強化する予定で、部品メーカーと

しての位置も確保したいようだ。同社は「工作機械の核心部分を生産し、残りの部分はただの

鉄という目標を実現したい」としている。

全般的に中国のメーカーは工作機械を一貫生産しつつ、NC装置などの重要部品は輸入に頼

る傾向にある。これは日本の一部メーカー、韓国、台湾メーカーも同じことで、工作機械メー

カー共通の課題である。

３． 新ココムの影響

一方で、日本メーカーに対しては苦情の声が多く聞かれた。

「米国、イタリア、英国、ドイツなどに比べて日本企業は意思決定が非常に遅い。何年もか

かることがあって疲れるし、ビジネスチャンスを逃してしまうこともある」

「わが社の輸入機械３５８台のうち日本製は５台しかない。日本メーカーから輸入したかったの

だが、中国の法律整備を日本が心配していた。非常に残念だ」

「ファナックはあまりに保守的だ。中国進出は早かったにもかかわらず、独シーメンス社と

比べて差がありすぎる。いまだに１０年前に合弁を開始したときと同じ型番の製品を生産してい

る」

などである。これらはココム（対共産圏輸出統制委員会）、およびその後の新ココム（ワッセ

ナー協約）の影響が色濃く感じられる。中国は共産圏国なので日本はこの条約を遵守する必要

があるが、日本メーカーの中にはこの条約のために輸出が遅くなる、あるいは輸出したくない

とするメーカーも多い原因となっている。今後の課題である。
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第７節 生産技術

１． 合弁による技術移転

生産技術を論じるにはまず、工場を見る必要があろう。整理、整頓され、機械や部品、工具

なども合理的に配置されているならば、ワーカーも気分良く働くことができ、改善提案などに

も積極的に参加することができる。ところが、上海の生産工場では生産環境整備のモラルは低

く、一部の工場ではコーラの空き缶、ウエス、ワイヤ、盤木、切り粉、台車、工具などが床に

散乱し、足の踏み場もないところがある。それでも ISO９０００シリーズを取得しているとのこと

で、審査基準に疑問を感じる場面もあった。

市場経済では「お客様」という意識を徹底的に学ぶ必要がある。古い建物でも応接室は徹底

的に整理されているのに、工場は整理、整頓、清掃、清潔、修繕〈しつけ〉という５Sに全く

配慮されていないようでは、顧客から信用されない。日常生活からくる風土や習慣をそのまま

工場に持ち込むことは許されない。顧客が工場を見て何と思うのか、このような工場ではワー

カーの意識改革から始めなければならない。

上海の工作機械メーカーは眠っており、大連は改革の緒についたばかりである。生産技術を

議論するには北京の工作機械メーカーを取り上げなくてはならない。MCで中国トップの実力

を誇る北京第一機床廠は５S活動を長年、技術提携の関係にあった日立精機から学んだ。工場

はきれいに整頓され、部品なども区分されて棚に収納されている。工場を見ただけで顧客を大

切にしている事がわかる。

主に生産しているのはオークマとの技術提携によるMC、NCフライス盤、日立精機との技

術提携によるMC、独Waldrich Coburg社との技術提携による大型の５面加工機だ。特に５

面加工機は日本メーカーが作れない大型工作機械で、北京第一機床廠の強みとなっている。ま

た、重要部品である NC装置、ボールねじ、リニアガイドは日本からの輸入が多い。特に NC

装置はファナックと独シーメンス社が中国で合弁事業を行っているので、ユーザーがこの２社

を選択することが多いという。これら重要部品は中国製もあるが、高精度品は日本製になると

いう。

中国の工作機械メーカー全体にいえることだが、海外企業と合弁事業を行って技術力を向上

したいと望んでいる。海外企業は低コストで中国市場に参入できるし、一部の生産を中国に移

転することで生産コストを引き下げる利点があると説明する。

中国側の利点は

�１ 製品のレベルを短期間で引き上げて旧来型の製品を淘汰させていくことができる。

�２ 移転を通じて生産技術の近代化を進めることが可能になる。新しい高度な NC工作機械を
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操作する上で、作業工や管理人員は必要な素養や経験を欠いている。このためにも海外企業

との提携が必要である。

�３ 合弁が実現すれば企業の資産構造・形態に変化が生じることになる。現在の企業法準拠の

企業から会社法（公司法）準拠の企業に転換し、これによって真の意味での企業となってよ

うやく市場経済への適応が可能になる。

�４ WTO加盟後の状況に対して適応しやすくなる。

などである。

合弁相手の選択に当たっては、一定の条件があるという。第一に中国市場を有望とみて投資

に前向きであること、次に中国で発展しうる水準の製品技術を有すること、第三に中国企業と

協力して国際市場を開拓する意向を有すること、などである。

２． カギを握る重要部品技術の発展

一般的な中国の工作機械メーカーは海外企業と合弁事業を起こし、技術を習得する段階にあ

るといえよう。一方で北京機床研究所は独自な発展が望める企業である。中国で初めて開発し

たという機器、計測器を１１種類（表９）持っている。この中には立形MC、横形MC、FMC

（フレキシブル生産セル）、FMSはもちろんのこと、光学ミラーの加工に利用できるフィード

バック制御２．５nmの超精密旋盤「NAM－８００」もあり、技術力の高さを証明している。この

技術力を生かし、大量生産、大量販売型の企業ではなく、合弁や技術提携などを進めて日本の

安田工業のような企業を目指すという。

表９ 北京機床研究所が開発した１１の「中国第一号」

① １９７５年に横形マシニングセンタを開発「JCS０１３」
② １９８１年に立形マシニングセンタを開発「JCS０１８」。ファナックのNC装置とサーボ・モーターを使用
③ １９８４年に超精密旋盤を開発「JCS０２７」。スピンドル回転精度は０．０５µm
④ １９８４年に１０パレットの FMCを開発「JCS-FMC」
⑤ １９８５年に精密横形マシニングセンタを開発「THM６３５０」。初めてセミ・クローズドシステムを採用
⑥ １９８５年にファナックとの提携により FMSを開発「JCS-FMS－１」。ロボットはファナック製、無人搬送車

は富士電機製を採用
⑦ １９８６年に超精密フライス盤を開発「JCS０３１」。非鉄金属を加工する場合の表面粗さがRa０．００３µmと、世界

最先端の水準を実現
⑧ １９９１年に完全国産の FMSを開発「JCS-FMS－２」。減速機のボディを生産する。無人搬送車を含めあらゆ

る機器を北京機床研究所で開発。NC装置はファナックと提携で生産したが、ソフトは北京機床研究所製
⑨ １９９１年に３mのレーザー式ボールねじストローク検査機器を開発「JCS６４０」。現在中国のボールねじメーカ

ーはいずれも北京機床研究所製の機器を使用
⑩ １９９６年に高精度円筒度測定器を開発「JCS０４２－A」。
⑪ ２００１年に中国で最初の nm級超精密旋盤を開発「NAM－８００」。フィードバック精度は２．５nm。光学ミラーの

加工用

（出所）北京機床研究所の提供資料より作成。
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現在、販売している立形MC「KT１３００VB」は ATCの工具交換速度が１．３秒、スピンドル

回転数１万２０００rpmである。２００３年の北京工作機械見本市では１万８０００rpm、２万 rpmの機

種を展示する計画だ。そのほか大型の「KT１４００VB」、最大型の「KT１５００VB」、横形MC「TH

６３６３」、NC中ぐりフライス盤「XK１７１４」などがあり、MCでは中国第３位の生産量を誇ると

いう。

工作機械メーカーだけではなく、関連部品メーカーの顔も持っている。まず、１mの工作

機械用基準スケールの生産がある。１mを測定する世界的にも先端的な機器である光電光波

測定器は、中国では中国計量院と北京機床研究所に各１台ずつしか保有していない。他の生産

品目に、マグネットスケール、マグネットスケール用のレーザー測定器、ボールねじ（３５年の

歴史を有する）、ボールねじ用レーザー測定器、３次元測定機、超精密球面ミラー加工旋盤

（静圧案内方式、加工表面粗さ３nm以内）、超精密フライス盤（加工表面粗さ３nm以内、銅

の平面鏡面仕上げ用、世界的にも数少ない高精度）、TC（ターニングセンタ）、高精度旋盤

（複写機ドラム用の超精密旋盤。表面粗さ Ra０．０２µm、ドラム表面の微細な溝を一度に加工で

きる）などがある。中国で唯一 nm級のレーザー測定器を保有している。

また、研究開発面では国家重点開発計画の一環として清華大学と共同で自律分散セルシステ

ムの開発を行っている。世界的にも最先端の水準にある。NCプログラムの編集ではパソコン

上であたかもゲームのように NCプログラミングを行うことを可能にするシステムを開発中で

ある。ウェブサイト（www.CNCOL.com）を通じて NCユーザーにサービスを提供している。

会員サイトでは標準的な加工プログラムを提供するし、世界の有名なバイトメーカーのバイト

のパラメーターのデータを提供するようにしたいという。ウェブサイトを通じてユーザーが NC

に関わるあらゆる問題を解決できるようにする。これによってユーザーの便宜を図ると共に、

同研究所の知名度向上を狙っている。

中国の工作機械メーカーの生産技術力はまだ自主開発できるところまで到達していない。合

弁企業を設立して技術を習得する段階にある。しかし、以前は国立の工作機械研究所だった北

京機床研究所は相当な技術力を持っている。MC技術は当然のこととして、重要部品である NC

装置ではファナックと合弁会社を設立しているし自前の製品も持つ。ボールねじは３５年の歴史

がある。そのほか３次元測定機、レーザー測定器、マグネットスケールなど工作機械に必要な

重要部品をほとんど生産している。この技術をさらに発展できるなら中国全体の工作機械メー

カーの生産技術力が向上する可能性は高い。 （山際 和久）

第８節 国の政策

これまでみたように、中国の工作機械市場は近年急速な発展を遂げている。国内工作機械産
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業も量・質の両面で改善を遂げており、自給率は上昇傾向にある。だが依然として海外メーカ

ーとの格差は大きい。高度な性能を有する外国製工作機械の輸入は、国内製造業の競争力強化

にとって不可欠である。このため市場開放は大きく進んでおり、工作機械の関税率は９．８～１８％

と全体に低い（最恵関税率）１１。

政府は国内工作機械産業の高度化、ことに NC工作機械の発展を重視しおり、さまざまな措

置により国内メーカーの水準向上を図っている。

１． 重点科学技術開発プロジェクト

政府指定の研究開発プロジェクトに対して、費用の一部を財政支援する。第９次五カ年計画

期（１９９６～２０００年）には全産業で２５０件のプロジェクトが指定され、総投資２２９億元のうち約４

分の１にあたる５２．５億元（約７８０億円）が財政から支出された。

第９次五カ年計画期に工作機械業界を対象に実施された主な重点科学技術開発プロジェクト

としては、「NC設備製造技術と産業化プロジェクト」、「乗用車３０万台製造技術及び主要生産

設備プロジェクト」などが実施されている（『中国機械工業年鑑２００１』，p．８０）。

２． NC工作機械を対象とする付加価値税還付措置

NC工作機械産業育成を目的として政府は、一部メーカーの指定された NC工作機械を対象

として、付加価値税（増値税）の還付を行っている。この措置は上記の「NC設備製造技術と

産業化プロジェクト」と関連していると思われる。２０００年の期限満了後も２００２年末まで延長さ

れ、３１社を対象に年間総額５０００万元（約７億５０００万円）の還付を行うことになっている１２。

３． 債務・株式転換政策

債務・株式転換政策は過剰債務に苦しむ国有企業の支援策として、２０００年以降主要企業６０２

社を対象に実施されている。これらの企業に対する国有銀行の債権を政府系不良資産処理会社

に譲渡したうえで、株式に転換する。これによって負債比率は大幅に低下し、財務費用が軽減

される。工作機械メーカーでは大連機床集団有限公司、秦川機床集団有限公司、瀋陽機床（集

団）有限公司（瀋陽機床股�有限公司の母体企業）、無錫機床股�有限公司、済南一機床集団

有限公司、北京機床研究所の６社が対象となった。

１１ 関税率については『中華人民共和国進出口関税条例２００１』を参照。
１２ 財政部・国家税務総局「NC工作機械製品増値税の徴収後還付問題に関する通知」（２００１年７月１８日

財税［２００１］１１９号）。
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４． 技術改造投資への利子補給融資

政府は１９９８年以降内需拡大政策の一環として、産業政策上重要な業種・企業の技術改造投資

に対して利子補給融資を行ってきた。工作機械メーカーでは２０００年に秦川機床、漢川機床、桂

林機床、済南第二機床、大連機床、南通縦横国際股�有限公司が対象となった１３。

これらの支援政策は、５軸連動高性能 NC工作機械の開発など国内メーカーの技術高度化を

促進するうえで、一定の役割を果たしていると考えられる。だが財政事情が厳しいため支援の

規模はそれほど大きくなく、企業の自助努力を側面から支えるものとみるべきだろう。

５． 対外提携推進

国内メーカーの独力で工作機械産業の高度化を実現することは明らかに困難であり、政府は

高度技術の技術提携・合弁を奨励している。２００２年に改訂された『外資投資産業ガイドライン』

（２００２年３月１１日公布）では、３軸連動以上の NC工作機械、NC関連装置に対する外資の投

資を「奨励業種」に指定している。これらの品目に関わる外資プロジェクトは、優遇措置とし

て設備輸入の免税を適用される。

日系メーカーの進出例では、日平トヤマ（大連億達日平機床有限公司／専用機・FTL）、ヤ

マザキマザック（寧夏小巨人機床有限公司／NC旋盤・立形MC）、オークマ（北一大隈機床

有限公司／NC旋盤・MC）などがある。ドイツ系ではワールドリッヒ・コブルグが北京第一

機床廠との合弁で大型工作機械を生産することで合意しており、DMGが上海に進出している１４。

台湾系メーカーも友佳など複数社が上海周辺に進出しており、コストパフォーマンスの高さを

武器にシェアを拡大している模様である（北京機電研究院でのヒヤリングによる）。

６． 第１０次五カ年計画期の産業政策

第１０次五カ年計画（２００１～２００５年）でも NC工作機械と関連部品の生産は、産業政策上の重

点項目に挙げられている。

２００１年には工作機械産業の発展ビジョンとして「工作機械・工具業界第１０次五カ年計画期ビ

ジョン」が発表された１５。同ビジョンでは主要な目標として以下の点を掲げている。

�１ ２００５年時点の NC工作機械生産台数２万５０００～３万台、総生産額６５～７０億元（約１０００億円）１６

１３ ただしこうした支援策は投資額の一部を補助するにすぎず、企業は大部分の資金を自己調達する必要

がある。また、支援の適用にあたっては第三者による F/Sを必要とするなど、資格要件がきわめて

厳しい（北京第一機床廠でのヒヤリングによる）。
１４ 広田紘一氏の提供の資料による。
１５ 同ビジョンは中国機床工具工業協会（CMTBA）により素案が作成され、国家経済貿易委員会名義で

公表されている（国家経済貿易委員会『“十五”工業規劃与発展戦略』経済科学出版社、２００１年、所収）。
１６ 成形工作機械を含む。
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�２ NC化率５０％（価額ベース）、金属切削工作機械の NC化率４０％（同）

�３ NC工作機械の完成品主要メーカー２０～２５社、関連部品主要メーカー１０～１５社育成

具体的な政策措置として同ビジョンでは、重点品目を対象とする「NC工作機械重点開発プ

ロジェクト」を政府の重点科学技術開発プロジェクトとして指定し、財政支援を行うことを提

案している１７。現在の実施情況は明らかでないが、２００１年以降の付加価値税還付措置継続はこ

の提案と関係している可能性もある。だが国内企業独力での NC化推進は資金力・技術力両面

で限界があり、中国政府としても海外企業との技術提携・合弁を今後一層奨励してゆくと考え

られる。 （今井 健一）

１７ 「NC工作機械重点開発プロジェクト」では高速精密マシニングセンタ、PKM工作機械、NC旋盤

（CNC超精密旋盤など）、NC研磨盤、NC放電加工機などを重点品目に掲げ、第１０次五カ年計画期の

需要予測と技術的ポイントを示している。
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